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平成２４年度教員個人評価報告書 

佐賀大学農学部 
 
１．個人評価の実施状況 

（１）対象教員数、業績評価対象者数、個人評価提出者 
対象教員数 業績評価対象者数 個人評価提出者数 

４７人 ４７人 ４４人 

     

注：平成２４年度個人評価は、平成２４年度１０月１日現在（附属資源循環フィールド

科学教育研究センターと海浜台地生物環境研究センターが統合した日を基準とした。）

の在職者５２人から平成２４年度退職者５人を除いた４７人について行った。ただし、

個人が申請する様々な活動実績はネット入力で行っており、入力率が高くないことも

あって、充分なデータが得られない領域あるいは項目があり、正当に評価できない部

分が生じた。 

また、この報告書の最後にある「教員の総合的活動状況評価の集計･分析と自己点検

評価」については、この評価の提出ルート（今回の提出者は４４ 人、 回収率：９７％）

が、ネット入力と異なることもあって、業績評価対象者数４７人と異なることとなっ

た。 

 

（２）教員個人評価の実施概要 

  １）評価組織（農学部中期目標・中期計画実施本部）の構成 

学部長 渡 邉 啓 一 
副学部長 長   裕 幸 
副学部長 石 丸 幹 二 
副学部長 大 島 一 里 
学部長指名 白 武 義 治 
応用生物科学科長 和 田 康 彦 
生物環境科学科長 有 馬   進 
生命機能科学科長 神 田 康 三 
附属資源循環フィールド科学教育研究センター長 尾 野 喜 孝 
事務長 渕 上 道 晴 

 

  ２）実施内容、方法 

    佐賀大学農学部における教員の個人評価に関する実施基準及び農学部教員個人評    

価実施要項に基づき、平成２４年度の活動実績について、４領域（教育、研究、国

際交流・社会貢献、組織運営）の個人評価を行った。（「農学部教員個人評価実施要

項」参照） 

  ＜個人評価の経緯等＞ 

① 平成２４年５月８日（水）、学部長が、対象教員に対し、個人評価関係書類を配

布し、平成２５年５月３１日（金）までに、学科長又はアグリ創生教育研究セン

ター長に提出するよう依頼した。      
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② 提出された関係書類（別紙様式１～２）について、各教員の活動実績を熟知し

ている学科長、アグリ創生教育研究センター長が中心となって、審査を開始した。

（平成２５年６月） 

③ 上記審査に併行して学部中期目標・中期計画実施本部を開催し、問題点等を検

討した。対象教員４７人全員の個人評価を行った結果、各教員による自己点検・

評価の結果は、一部を除いて、概ね妥当と判断した。 

   ④ 学部長から、対象教員に対し、個人評価結果を通知した。その際、評価結果に

対して不服がある場合は、１週間以内に不服申立書（様式任意）を学部長まで提

出するよう付記した。 

  ⑤ 不服申立書を提出した教員はいなかった。 

 
２．評価領域別の集計･分析と自己点検評価 

 

（１）教育の領域 
１）評価項目ごとの実績集計と分析 
 ＜授業担当＞ 

担当科目数 
教 員 数 

全学教育 専門 大学院 
２以下 ２８ ２ ０ 

     ３〜５ ６ １ １ 
６〜１０ １ ２０ ４１ 
１１〜１５ ０ ２３ ０ 
１６以上 ０ １ ０ 

 
① 全学教育科目は、ほぼ全員の教員が担当しているが、隔年担当の教員がいることか

ら、今年度担当者数は７４％の３５人である。多くが１教科の担当である。 
② 専門科目は、全ての教員が担当しており、５１％の教員が１１科目以上を担当し

ている。担当科目の増加傾向は年々大きくなっている。 
  ③ 大学院科目（修士課程）は、助教や一部の講師以上の教員を除き、ほぼ全教員が担   

当しており、大学院担当教員の内、９５％の教員が６科目以上を受け持っており、大

学院も講義の負担が大きくなっている。 
 
  ＜学生指導＞ 

指導学生数 
教 員 数 

学部 修士 
２以下 ８ １９ 
３～５ ２２ ７ 
６以上 １７ １ 

 
④ 指導学生数（卒論生）では、教員１人当たりの学部生２人以下が８人で、３人以上

が３９人いる。教員１人当たり、どの程度の指導学生数が適切かは、研究室によって
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事情が異なるので一概には言えない。 
⑤ 大学院の指導学生数は、主指導を担当している数を示している。学生を指導してい

ない教員は１８人（主指導教員の４０％）であり、去年より減少している。 
 
＜FD 活動及び教育改善等＞ 

教育改善内容 教 員 数 
FD 研修等参加 ３５ 
授業の改善など ０ 
ＴＡの活用 ３９ 
 
⑥ FD 活動などに参加した教員は、学部主催のＦＤ講演会を教授会が始まる前の時間

帯に実施していることもあり３５名が参加したが、例年学会出張などで教授会欠席が

多い時期に実施したため、１００％に近付くように開催時期の検討が必要である。授

業を改善した教員は、入力率の悪いことがこの数に反映していて、評価が困難である。 
⑦ ＴＡの活用は、例年通り８０％を超える教員が行っている。 
 
＜学生の生活指導等＞ 
学生の生活指導時間など 教 員 数 
オフィスアワー １０ 
オフィスアワー以外 ５４ 
サークル顧問 ７ 
 
⑧ 学生の生活指導面では、オフィスアワーを活用した教員より、昨年度と同様にオ

フィスアワー以外に生活指導を行った教員が多い。クラブの顧問をしている教員サー

クル顧問数は、７人となっている。 
 
２）教育の領域における教員の活動評価集計と分析 

教育の領域における重み付けは、８４％の教員が０.３以上で、０.２以下を付した

教員は７人であり、達成率も８０点以上とした教員が９０％あった。また、達成率

を６０％未満とした教員は１人であった。 
これらのことは、例年同様に農学部の教員は教育に重点をおき、その達成率も高く

評価していることが明らかである。 
 
  ３）教育の領域における自己点検評価 

       ほとんどの教員が本領域に高い重み付けを行っているのは、教育先導大学である佐

賀大学教員としての自覚の現れであり、それなりに評価できる。一方、教員の FD 活

動や授業の改善については、入力率が悪いので、今年度の評価は困難である。 
 
（２）研究の領域 

１）評価項目ごとの実績集計と分析（数値は、件数を示す。） 
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＜著書・論文及び講演発表など＞ 
   事  項  数    事  項  数 
著 書 ２ 一般講演 ７９ 
論 文 ５１ 技術・品種の創出 ８ 
総 説 １ 辞書などの編纂、データベース作成 ０ 
資料・解説・論説など ４ 受賞（学外） １ 
招待講演・特別講演 １５ 知的財産権の出願等（著作権は除く） ９ 
 
① 今年度は教員一人当たり査読付き論文を約１．１本、発表では約１．７件と前年

度より、落ち込んでいる。 
② 招待あるいは特別講演数は、１５件で、特許出願数は９件と前年度に比べやや増

加し、多くの教員が質の高い研究を行っている。 
 
＜科研費申請（研究代表者）＞ 

科研費の種類 申請件数 採択件数 

基盤研究（B） １０ ５ 
基盤研究（C） ２０ ９ 

挑戦的萌芽研究 １３ ４ 
若手研究（B） ９ ４ 

その他 ２ ０ 

合 計 ５４ ２２ 
 
③ 平成２４年度対象の科研費に申請した件数（継続を含める）は５４件であり、そ

の中での採択率（平成２４年度）は４１％（２２件）であり、新規と継続を合わせ

た平均採択率約５０％をやや下回ったが、地方大学としては頑張っていると判断さ

れる。農学部全教員からみた申請率は８５％であり、去年の８３％より申請人数が

増加しているが、申請率が１００％に近付くように、さらに働きかける必要がある。 
 
＜外部資金導入＞ 

件数 奨学寄付金 受託研究 共同研究 
１ ９ ９ ４ 
２ ２ ２ ０ 
３ ０ ０ ０ 

４以上 ０ ０ １ 
金額合計（円） 11,370,000 52,646,000 6,174,242 
 
④ 科研費を除く外部資金の獲得者数（延べ人数）は、昨年より増えて２７人であり、

総件数は３４件で、総金額はおよそ７千万円である。 
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２）研究の領域における教員の活動評価集計と分析 
  研究領域において、０.３以上の重み付けをした教員は８４％であり、０.５以上を

付した教員が１６％いた。このことから、農学部には例年同様に研究意欲の非常に高

い教員がかなり多くいることを示している。 
 達成率６０％未満の教員が１名いたが、達成率を８０％以上とした教員が８８％も

おり、更に９０％以上とした教員は６６％にのぼった。農学部全体として、論文数や

講演発表数等が多く、科研費の高い採択率などを考慮すると、多くの教員が達成率を

高く付していることは当然であり、 農学部教員の研究活動は非常に活発であると判断

される。 
 

３）研究の領域における自己点検評価 
多くの農学部教員が本領域に高い重み付けを行ったのは、前年度と同様に研究意欲

の高さを示すものであり、優れた研究活動実績とともに高く評価できる。 
教員の定員が削減され、教育研究環境が悪化するなかで、このような高い研究活動

を維持していることは、非常に高く評価できる。最近、教員の多くは教育・研究以外

の業務関係（委員会活動など）に多くの時間をとられており、今後も高い研究レベル

を維持するためには教員が研究活動に専念できるような環境整備が必要であると思

われる。 
 

（３）国際・社会貢献の領域 

１）評価項目ごとの実績集計と分析（数値は教員数を示す） 
  ＜国際貢献＞ 

① Web 上で入力を行っているが、国際貢献の項目も「外国語での HP の開設をし

たかどうか」しかなく、しかも、この領域に入力した教員は、HP の開設について

１人のみで、農学部の国際貢献については評価が困難である。 
 

＜社会貢献＞  
件数 学会役員等 審議会委員 地域貢献（講演・技術指導等） ジョイントセミナー 

１ ０ ５ １ ２７ 
２ ０ ２ １ ２ 
３ １ ０ ０ ０ 
４ ０ ０ ０ ０ 
５ ０ ０ ０ ０ 

６以上 ０ ０ ０ ０ 
 
② 社会貢献の各項目も前年度と同様、明らかに数字が低い。入力率が悪いことが原

因であり、この領域も評価することができない。 
 
２）国際･社会貢献の領域における教員の活動評価集計と分析 

    国際・社会貢献の領域に関する重み付けは、２名の教員が０．３としていたが、

それ以外の教員は０.１と０.２で、７５％の教員が達成率７０％以上であった。 
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目標達成率が６０％未満とした教員が１人いたが、これは去年と同様の人数であ

った。 
３）国際・社会貢献の領域における自己点検評価 

９８％の教員が、達成率を６０％以上としている。また、達成率を５０％未満と

する教員が１人に過ぎず、ほとんどの教員が活発な国際貢献・社会貢献を行ってい

る。例年、述べていることであるが、年齢の関係あるいは各教員の専門領域におけ

る国外あるいは地域のニーズなどが年度毎に異なることもあり、この領域における

評価は個人差があるのは当然と判断される。 
 

（４）組織運営の領域 
１）評価項目ごとの実績集計と分析。 
＜組織運営の活動実績＞  

委員会数 教員数 委員会数 教員数 
０ ２ ６ ３ 
１ ６ ７ ４ 
２ ４ ８ ３ 
３ ３ ９ ４ 
４ ４ １０ ０ 
５ ５ １１以上 ９ 

 
① 教員全員が何らかの形で全学あるいは農学部の委員会に参加している。６以上

の委員会に参加している教員が２３人いて、全教員の５０％を占める。１１以上

の委員会に参加している教員は、概ね学部長や副学部長及び学科主任で占められ

ている。 
  多くの委員会に参加している教員は、開催頻度数など委員会の性質にもよるが、

時間的な面から教員本来の教育研究に支障をきたしている可能性がある。組織運

営をより効率的にすると同時に委員の選出方法を工夫して、教員の負担を均等に

しかつ減らす必要があると例年述べているが、公務に関わる教員の負担は漸次大

きくなっているのが現状である。 
 

２）組織運営の領域における教員の活動評価集計と分析 
 この領域では、８０%の教員が０.１あるいは０.２の低い重み付けとしているもの

の、０．３以上が８名おり、去年より３名増えている。教員全員が、達成率を６０％

以上と評価しており、９０％以上とする教員も６０％にのぼる。これらのことから、

ほとんどの教員は組織運営には活動の重点を置いてはいないが、組織運営に係る比

重が少しずつ増えてきているのではないかと判断される。 
 

３）組織運営の領域における自己点検評価 
大部分の教員が本領域にそれほど高い重み付けはしていないが、参加した委員会

で着実に任務をこなしていると判断される。 
半数近くの教員が６つ以上の委員会に参加しており、更に１１以上の委員会に関
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与している教員が主に役職者ではあるが９名もいる。多数の委員会に参加し、そこ

で活躍することにより組織運営に大きく貢献をしている教員には高い評価を与えな

ければならないが、同時に教育研究が手薄になっている可能性がある。例年述べて

いるように、委員の選出法の工夫、組織運営の高度化、効率化、集中化等を検討す

る必要があると考えられる。 
 
３．教員の総合的活動状況評価の集計･分析と自己点検評価 

１）総合評価の集計・分析と自己点検評価 

＜総合評価＞ 

総合評価  総合評価点 実績評価点範囲 教員数 

 特に優れている ５    ４.０～ １６  

 優れている ４    ３.５～３.９ １８ 

 おおむね良好 ３    ３.０～３.４ １０  

 改善の余地がある ２    ２.５～２.９  ０ 

 改善を要する １       ～２.４  ０  

 

＜達成努力評価＞ 

達成努力評価点範囲 教員数 

      ９０～  １２ 

８０～８９ ２１  

６０～７９ １１  

５０～５９  ０ 

   ～４９  ０ 

 
① 総合評価については、７７％の教員が「特に優れている」又は「優れている」で

あり、去年より多くなっている。これに「おおむね良好」を加えると、１００％

であり、改善の余地があると自己評価した教員は昨年に引き続いて０人であった。

平成２４年度の教員の総合的活動状況は、例年通り高く評価できる。 
② 達成努力評価点では、教員の７５％が８０点以上の評価であり、去年より多く

なっている。また、今年も昨年に引き続いて全員が６０点以上の評価をしている。

ここ最近、努力評価点を高く申告する教員が漸次増加してきている。このことは、

自分らの優れた活動実績を正当に評価する教員が増えてきたことを示している。

しかし、客観的にみて実績が優れているのに自らを不当に低く評価する比較的厳

しい姿勢を持つ教員がまだ少なからずいることも事実である。 


